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Special Needs Education概念に関する一考察
─ ウォーノック報告の検討を中心に ─
尾上　雅信　・　辻　　早紀 *
　本稿は，今日の特別支援教育における基本的な用語・概念である「特別な教育的ニーズ」
に着目し，その用語・概念について，それが初めて導入された1978年イギリスの「ウォー
ノック報告」まで遡って検討した。その結果，「ウォーノック報告」における「特別な教育
的ニーズ」概念が，教育におけるハンディキャップに関する従来の捉え方また観点に転換を
促すものであったこと，ならびにそれに対応する教育の在り方として，当時の「特殊教育」
とは異なる肯定的かつ多様で柔軟な特質をもった「教育的措置」として提起されていたこと
を明らかにした。
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Ⅰ．はじめに
　近年，社会・経済のグローバル化や人権思想の進
展等を受け，様々な背景を持った人々が相互に人格
と個性を尊重し，多様な在り方を受容しあう共生社
会を目指す傾向が国際的潮流となっている。教育の
分野では，1994年のサラマンカ声明を契機として
インクルーシブ教育を目指すことが先進国および途
上国においても主流とされている。
　2007年から法制的に開始された特別支援教育は，
このような国際動向と特殊教育における諸課題 1 に
対応するものであり，個々の教育的ニーズに応じた
支援を行う新しい教育の在り方であると言える。
　我が国でも，2012年には文科省中央教育審議会
初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する
特別委員会が「共生社会形成を目指したインクルー
シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進
について」を報告した。この報告で我が国はインク
ルーシブ教育の理念と方向性に賛成することを明言
し，インクルーシブ教育システムを構築する要とし
て特別支援教育を明確に位置づけた。今後は特別支
援教育を主軸として，インクルーシブ教育に向けた
取り組みが行われていくこととなる。しかしながら，
これまで我が国では特別支援教育は障害児教育の改
革であるとして理解又は指摘される傾向にあること
が指摘されている 2。たとえば岡典子（2009）は，
特別支援教育の課題の１つに，特別支援教育を語る
上で重要な用語について，国際的文脈あるいは社会
的環境との関連において提示されていないことを挙
げている3。とりわけ「特別な教育的ニーズ」とい
う用語は，障害児の教育に対する社会的観点と，従
前の特殊教育に対する批判の内容を持っている最も
根本的な用語であるが，この用語が登場する文書 4
においては，これに対する基本的考え方や明確な説
明が必ずしもなされていないと言う5。またこれま
での政策構想を見ても，歴史的また現代の国際的ト
レンドやそれに関する社会・政治的背景，将来を交
差させながら特別支援教育の本質を検討するという
作業を十分に行ってこなかったということが懸念さ
れている。極言すれば，特別支援教育の名称の言語
にあたる “Special Needs Education” や，その特別
支援教育で対応すべきとされる「特別な教育的ニー
ズ」といった重要な概念について十分に検討しない
ままに，特別支援教育を要として国際トレンドであ
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るインクルーシブ教育に取り組もうとしていると言
える。このような指摘に従えば，特別支援教育を語
る上で重要な概念を今一度見つめなおすことが必要
となるであろう。
　このような課題意識から本稿では，「特別支援教
育」で対応すべきとされる「特別な教育的ニーズ
（Special Educational Needs 以下，SEN と略称す
る）」という言葉に着目し，この言葉が初めて公的
に提示された起源までさかのぼり，当時の捉え方と
それに対応すべき教育の在り方を明らかにすること
で，その概念の展開や発展を検討するための一助と
したい。具体的には，イギリスの「障害児者教育調
査委員会報告書」，通称「ウォーノック報告」6を分析
することをとおしてこの課題に取り組むこととする。
　この課題にかかわる我が国における先行研究，と
くにウォーノック報告を中心的に取り扱っている文
献の代表的なものとしては，以下の論文が挙げられ
る。
① 眞城知己・石部元雄「戦後のイギリス特殊教育に
関する一考察─ウォーノック報告に焦点をあてて
─」，『心身障害学研究』14⑴，1989
② 河合康「イギリス特殊教育における特別な教育的
ニーズについて」『心身障害学研究』13⑵，1989
③ 横尾俊「我が国の特別な支援を必要とする子ども
の教育的ニーズについての考察─英国の教育制度
における「特別な教育的ニーズ」の視点から─」『国
立特別支援教育総合研究所研究紀要』（35），2008
　①の文献は，ウォーノック報告が提示された背景
を，当時の特殊教育の課題を詳細に整理することで
明らかにした論文である7。
　②の文献は，ウォーノック報告で提唱された「特
別な教育的ニーズ」や「特別な教育的措置」といっ
た概念が，1981年教育法で定められた判定書にど
れほど把握されていたかということを，事例に基づ
いて検討した論文である。ウォーノック報告自体の
分析は行われていないが，「特別な教育的ニーズ」
の概念について把握するうえで重要な論文である。
　この他，河合・石部（1986）の論文8は，ウォーノッ
ク報告前後におけるイギリスの特殊教育を概観して
おり，当時の特殊教育の動向を探る上で大いに参考
になる9。
　③の文献は，ニーズ概念の整理のもと，ウォーノッ
ク報告におけるSENの規定について明らかにして
いる。SENの捉え方やそれに対応する教育の内容
の分析については十分でないが，社会福祉分野にお
けるニーズという考え方を明らかにし，その上で
ウォーノック報告におけるSENの検討を行ってい
る点で重要な先行研究である。
　これらの先行文献を踏まえ，本稿では，ウォーノッ
ク報告におけるSENの捉え方を分析していきたい10。
Ⅱ．本論
１　ウォーノック報告：その背景と概要
　本節では，ウォーノック報告が提示されるに至っ
た背景を整理し，ウォーノック報告の全体像を概観
する。
　20世紀中庸になると，先進国においては各国の
社会体制の違いに関わらず，その国の近代化政策に
基づきながら特殊教育制度が整備・確立されていく
こととなる。これは特殊学校（もしくは学級）が障
害児の教育的・社会的救済という目的を持ちつつ，
一方で通常学校における教育の効率化に役立つこと
が想定されたためである11。
　イギリスにおいては，1944年教育法の成立によっ
て，それまで除外されていた特殊教育に関する法規
が一般の初等・中等教育の中に位置づけられ，特殊
教育の基本的な方針と施策が明確に提示された。同
法33条では，障害のカテゴリーを設定し，それに
応じた適切な教育を施すことが定められており，翌
45年には11種類のカテゴリーが作成された。具体
的には，盲（blind），弱視（partially seeing），聾（deaf），
難聴（partially hearing），虚弱（delicate），糖尿
（diabetic），教育遅滞（educationally subnormal），
てんかん（epileptic），不適応（maladjusted），肢体
不自由（physically handicapped），言語障害（speech 
defect）の11種類である。また34条では，この種の
障害児に対する教育的措置や，それに対する地方教
育当局（Local Educational Authority）の義務も規
定されることとなった。しかしながら，全ての障害
児に教育の門戸が開かれたわけではなく，重度の障
害児については「教育不可能」として就学免除とな
り，公教育からは事実上除外されていた。彼らは，
保健当局(Local Health Authority)の管轄となって
いたのである12。
　1944年法の枠組みに沿って進展してきた特殊教
育制度であるが，1950年代半ば以降，就学が免除
されていた子どもたちの教育可能性が主張され，彼
らにも教育の機会を求める運動が高まることとな
る。また，1960 ～ 70年代は，世界的に産業の急速
な発展，公害・環境汚染の深刻化，独立戦争や地域・
民族戦争の激化，様々な政治的動乱，それらに対す
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る国際的な反戦運動や人種・差別撤廃を目指す運動，
労働・学生運動の高まりを経て，これまで近代社会
を支えてきた様々な倫理や価値観が大きく変容した
時期となった13。これらを直接的，間接的要因とし
て，障害児教育に対する考え方も新たな局面を迎え
ることとなり，イギリスでは1970年に就学免除を
撤廃することを定めた「1970年教育法」が制定さ
れた。この法律によって，これまで「教育不可能児」
とされてきた子どもたちの措置を，保健当局から教
育当局に移管することが規定され，障害児の全員就
学が実質的に実現することとなった。これを受け法
律施行以降は各地に特殊教育学校が設置され，全国
の特殊教育諸学校数とそこに在籍する子どもの数
が，飛躍的に増大していった。
　しかしながら，それに伴い新たな課題が浮上する
こととなる。具体的には，まず重複障害児への対応
が挙げられる。44年法に基づいて障害のカテゴリー
別に教育的措置が実施されていたが，同じカテゴ
リーであるという理由のみで教育的措置も同じにさ
れるという事態が生じたり，重複障害児のような特
定の障害に分類することができない子どもへの対応
をめぐる問題が指摘されたりするようになったので
ある。これに付随して重度重複障害児の教育のため
の専門家の確保も要請されるようになる。さらに，
「障害児」というスティグマへの対処である。障害
のカテゴリーが，とりわけ知的に障害があるとされ
た子どもに「劣等」という意味合いをもつレッテル
を貼り，それが社会に出ても様々な面でその子ども
の生活に影響を及ぼす結果になっていた。そのため，
障害に対する新しい考え方が求められるようになっ
ていた。また統合教育への方向付けも必要視される
ようになった。社会の障害者に対する認識の変化や，
当事者やその保護者の統合教育に対する要求の高ま
り，教育対象障害児の大幅な増加などにより，統合
教育推進の機運が高まったのである。この他にも，
専門家の育成や，専門家間の連携の必要性，就学前
診断や義務教育終了後の措置，家庭の協力の必要性
などの課題の顕在化が挙げられる14。
　このような課題に対処するため，1973年9月，当
時の教育科学省大臣であったマーガレット・サッ
チャー（M. Thatcher）は特殊教育の問題全般を検
討 す る と し て「 障 害 児・ 者 教 育 調 査 委 員 会
（Committee of Enquiry into the Education of 
Handicapped Children and Young People）」を設置
した。検討課題は，「イングランド，スコットラン
ド及びウェールズにおける心身障害児童・青少年に
対する教育的準備を，医療面を考慮しつつ，彼らが
就業するための方策とともに再検討を行い，勧告を
すること」であると公表された。調査委員会はウォー
ノック女史（M. Warnock）を委員長として翌年9
月から調査活動を開始した。委員会の委員には特殊
教育の各分野から26名が任命されている。具体的
には，地方教育行政当局の担当者，特殊学校の管理
者，総合制中等学校の管理者，小児科医，精神科医，
教育心理学者，オープンユニバーシティの教授，ケ
ンブリッジ教育研究所，教員組合，障害児の親の団
体の代表などから構成されている15。
調査委員会は，1975年に小委員会制を整備し調査
活動に入り，約2年半に渡る調査の後，1977年に各
小委員会の調査を終了した。小委員会は，①就学前，
障害幼児の教育課程，②障害児の統合教育，③特殊
教育諸学校の役割，④義務教育を終了した障害生徒
の教育課題，⑤特殊教育の教員養成，研究計画，の
5つが置かれ，問題別に現状と改善点を審議した16。
　そして1978年に「特別な教育的ニーズ（Special 
Needs in Education）」と題する報告書を議会に提
出した。同報告書は，委員長の名前をとって別名
「ウォーノック報告」と呼称されている。報告書は
全部で19章とそれに序論と勧告の要約を含めた400
ページ以上にのぼるもので，のべ224項目の勧告を
行っている 17。
　報告書の各章については以下のとおりである。
　第１章　全般的なアプローチについて
　第２章　歴史的背景
　第３章　特殊教育（Special Education）の範囲
　第４章　発見・アセスメント・記録について
　第５章　５歳以下の子どもについて
　第６章　 特別なニーズのある学齢期の子ども─イ
ントロダクション─
　第７章　通常学校における特別教育
　第８章　特殊学校における特別教育
　第９章　パートナーとしての保護者
　第10章　学校から成人生活への移行
　第11章　カリキュラムにおける考慮
　第12章　教員養成と研修
　第13章　特別教育への助言と支援
　第14章　 教育サービスに関するその他のスタッ
フについて
　第15章　 ヘルスサービスとソーシャルサービス
　第16章　専門家間の連携
　第17章　支援組織
　第18章　特別教育に関する研究開発
　第19章　優先事項と資源
　またウォーノック報告における主な提言の内容は
以下のとおりである。
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・ 障害カテゴリーの見直しによるSpecial Educational 
Needsの考え方の提起
・就学前診断の推進
・統合教育の推進
・義務教育終了後の教育の継続
・特殊教育諸学校のセンター化
・関係機関の連携
・教員の専門性の向上
・アセスメントの段階的実施
　この他，ウォーノック報告では，国や関係機関に
対し様々な改革について提言している。
２．ウォーノック報告におけるSEN
　本節では，ウォーノック報告において初めて導入
された“Special Educational Needs（SEN）”の意
味やその捉え方について，報告書本文を分析するこ
とによって明らかにしよう。現在SENの捉え方は
その概念が広がっているが，その理解を深めるうえ
ためにも，ウォーノック報告が提示された時点での
SENの意味と捉え方について検討することは，意
義あることと考える。
　まず，「特別な教育的ニーズ（Special Educational 
Needs/SEN）」について検討する前提として，「ニー
ズ」いう言葉に着目し，教育において使われるニー
ズの捉え方について先行研究によりながら整理して
確認しておきたい。
　古田（2005）によると，「ニーズ」とは，基本的
な満足が失われている状態であり，充足されること
を願う団体的，心理的，社会的な状態である。教育
に関連して「ニーズ」という語句が使われるのは，
主に生涯教育や高等教育における人材育成，特別支
援教育の分野である。近年義務教育の分野でも「個
に応じた指導」の拡大や，地域に即した教育の試み
によって「ニーズ」という概念が用いられるように
なってきている。しかし依然として義務教育の分野
において「ニーズ」という語句が使用されることは
少なく，特別支援教育の分野において使用されるこ
とがほとんどである。教育において使用されるニー
ズとは，教育の目的を達成するために子どもが必要
とする学習内容および学習方法のことを指し，古田
はこれを市場において使用されるニーズと対比し
て，以下のように論じている。
　市場におけるニーズは「ほしい」という消費者の
欲求であり，すでに存在するものだけでなく，企業
が作り出していくものでもある。市場においては，
欲求の善悪に関する判断は消費者の価値観に委ねら
れている。その価値観は多様であり，選択全体を方
向づける社会的な統一基準は基本的に存在せず，市
場は多様性を前提として成立している。そのため消
費者はそれぞれの価値観によって商品を選択してお
り，その自由度も大きい。
　これに対し，教育においては，教育の目的という
一定の基準が設定されており，教育内容の選択に子
どもが関与できる余地はあまり大きくなく，自由度
は小さい。市場において，供給者と消費者の間の媒
体である商品は，欲求を刺激する働きがあるのに対
し，教育においてその媒体となる教育内容は，子ど
もの成長という目的のために，むしろ欲求を抑制す
る方向に働き，また受け手である子どもに対する教
育者の評価という機能を果たすというのである18。
　以上から，市場におけるニーズと教育における
ニーズの最大の差異は，受け手とニーズを判断する
者，供給を決定する者の関係にあるといえる。教育
においては，供給を受けるかどうか，あるいは供給
されるものの内容を決定するのは必ずしも供給の受
け手ではない。教育におけるニーズは子ども（時に
は保護者）の何がほしいかという欲求のみではなく，
何が与えられるべきかが重視されていると言えよ
う。ここで注意すべきは，教育においては常に子ど
もを主体として語られなければならないということ
である。古田は，義務教育においては，教育を受け
る主体あるいは学習する主体は子どもまたは子ども
の集団であるため，教育におけるニーズは，子ども
がどのような学習手段・内容を必要としているのか
ということ，すなわち子どものニーズであると主張
する。また，教育におけるニーズを構成する要素と
して，教育の目的，子どもの特性，必要となる学習
手段・内容の３つを挙げている。教育の目的を達成
するために必要な学習手段や内容は画一的に決まる
のではなく，個々の特性という変換器を経て初めて
具体的な学習手段・内容に変換され，その結果多様
なニーズに応じた教育が可能となると主張している。
　また横尾（2008）は，教育において子どもの有す
るニーズについては，慎重に検討する必要があると
述べている。というのも，実際の教育的な取り組み
においては，教員からみた子どもの到達目標，子ど
もの意欲，保護者の要望，教員集団の合意，管理職
の方針，予算や人員，資源，また教育理念や行政的
な方針など様々な要素が絡み合って活動が行われて
いるからである。またこれらのどれかを排他的に優
先することはできない，と言うのである19。個を重
視した教育が目指されつつある現在，教育における
ニーズはこのように複雑な要素が集合したものであ
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るということを念頭においておく必要がある。
　以上より，教育において使われるニーズとは，教
育の目的を達成するために子どもが必要とする学習
内容および学習方法のことであり，これは市場にお
いて使われるニーズの概念だけでは捉えきれない，
異なる性質を持つこととなる。そして教育における
ニーズは，目的，子どもの特性，学習手段・内容か
ら構成され，またそれだけではなく環境要因として
様々な要素が複雑に絡んでいると捉えられると小括
できるであろう。
　それでは本研究の検討課題でもあるウォーノッ
ク報告において提起された「特別な教育的ニーズ
（Special Educational Needs/SEN）」は，どのよ
うに捉えることができるだろうか。ウォーノック
報告では，第３章：THE  SCOPE  OF  SPECIAL 
EDUCATIONでSENの意味や捉え方について記述
しているため，３章を中心に分析していくこととす
る。なおこのSENの概念は，ウォーノック報告成
立の背景や本章のタイトルが示すように，いわゆる
特殊教育ないし障害児教育と関わりをもつ概念であ
る。
　ウォーノック報告では，handicapという言葉が
使われている。「障害」と訳されることが一般的だ
が， 同 報 告 の 中 で は，handicap と い う 概 念 は
disabilityや incapacity，disadvantageといった他
の関連する概念と明確に区別することができない
と説明している。Disabilityは，人の運動を制限す
る身体的・精神的状態と説明でき，incapacityは何
かを行う際の身体的・精神的な能力・技術の無さ，
またdisadvantageは，問題を引き起こし，成功や前
進を妨げるもの，と説明できる20。handicapという
概念には，以上のような概念が深く関わっていると
捉えられることから，本稿では，handicapを「障害」
と表すのではなく，「ハンディキャップ」と記すこ
ととする。このことを確認したうえで，本報告にお
ける教育におけるハンディキャップ（educational 
handicaps / handicap in educational terms）を有す
る子どもについての定義をみると，以下のように
なっている。
　…Besides his academic studies he must learn, for 
example, how to accommodate himself to other 
people. He must also learn what will be expected of 
him as an adult. Any child whose disabilities or 
difficulties prevent him from learning these things 
may be regarded as educationally handicapped, and 
it is with all educational handicaps that we are 
concerned in this report.
　ここから，心身の障害（disability）や困難（difficulty）
によって様々な学習が妨げられること，更に言うな
らば，困難さによる学びの制限が教育におけるハン
ディキャップであると定義されているということが
できる。
　ウォーノック報告ではSENの考え方を導入する
にあたり，現状の特殊教育に対する批判を踏まえた
主張として，主に２点挙げている。
　① 医学的視点よりも，環境との相互作用を考えた
視点が必要であること
　② 障害のカテゴリーがその子どもたちをラベリン
グし，それによって焼き印を押されることを避
ける必要があること，である。
　①については，上で述べた「教育におけるハンディ
キャップ（handicap in educational terms）」と，「医
学における障害（disability in medical terms）」や「社
会的文脈における不利（disadvantage in social 
terms）」の間に単純な関係性は無いと主張する。そ
の具体例として同報告では，「片足の少年は，多く
の活動に参加できないような明らかな身体障害を有
しているが，それが他の子どもと同じような学問的
成長を妨げるといえば，そうではない。一方で，指
を滑らかに動かすことが困難な子どもは，医学的に
はそれほど重大な身体障害ではない。しかしその子
どもは教育場面においては書き方に困難を見出すこ
とから，相当なハンディキャップを有することにな
るだろう。また，社会的に不都合な状況にある子ど
もは，学ぶこと自体に困難は無いであろう。だが一
方で家庭状況が不十分である子どもは，多くの教育
的困難を抱えて学校生活をスタートさせることにな
るだろう。」と述べている。つまり，医学的に障害
を有するために教育においてハンディキャップを有
する，社会的に不利であるため教育においてハン
ディキャップを有する，と単純に線を引く事の無意
味さを指摘しているのである。
　また，子どもが抱える障害（disability）や困難
さが教育におけるハンディキャップを構成するかど
うかは，様々な要素が関係すると強調する。学校の
違いや方針，資源，設備，組織，身体的・社会的環
境等全てが教育におけるハンディキャップの程度を
決定する。もちろん，個々の子どもの生まれや性格，
家庭環境，家族や近隣から受けている支援の質や励
ましの程度，学校外での活動によってもハンディ
キャップの程度は変わってくるのである。したがっ
て何がその子どものハンディキャップとなりうる
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か，またその程度はいかなるものかについては様々
な要素によって変わるため，そもそも「何がハンディ
キャップとなるか」を決定する明確な基準を作り出
すことは不可能なのである。
　以上の主張を踏まえて，ウォーノック報告の中で
の教育におけるハンディキャップの捉え方について
整理してみよう。
　本報告において，教育におけるハンディキャップ
に関連して出てきたキーワードを用いて整理すると
すれば，その１つとして以下の図のように考えるこ
とができるだろう。
Handicap in educational terms
Difficulty
Disability
(in Medical terms)
Disadvantage 
(in social terms)
個人要因・環境要因
　先に示したとおり，教育におけるハンディキャッ
プとは，心身の障害や困難によって様々な学びが妨
げられることである。心身の障害（disability）とは，
人の運動を制限する身体的・精神的状態であると説
明した。これは医学的文脈における心身の障害であ
ると理解することができる。一方，困難さ（difficulty）
は，心身障害を要因として生じる困難さにとどまら
ない。社会的要因，文化的要因などその他にも様々
な要因による困難さが想定されることとなる。
　また，教育におけるハンディキャップと，医学的
文脈における障害や社会的文脈における不利の間に
単純な関係性は無いという主張から，医学的文脈に
おける障害を有していたとしても，それが学習を妨
げないとするならば，教育におけるハンディキャッ
プを有しているとは判断されない。同様に社会的文
脈における不利や様々な要因による困難を有してい
ても，教育におけるハンディキャップを有している
とは限らない。
　さらに教育におけるハンディキャップは，個人要
因や環境要因によってその有無や程度が変化する。
個人の性格や学校の支援体制等によって，各人が有
する教育におけるハンディキャップの程度は高くも
低くもなり，それをハンディキャップと感じない可
能性もある。
　このように，教育におけるハンディキャップは常
に動的なものであり，それは個々によって異なるも
のであると捉えることができ，本報告の通り，教育
におけるハンディキャップを明確に決定する基準は
ないと言うことができる。
　次に②について，障害のカテゴリーによってハン
ディキャップを有する子どもたちを分類する原理は
イギリスにおいて，効果的で役に立つ原理として長
らく受け入れられてきた。しかしこのカテゴリーの
使用には多くのデメリットがあると指摘している。
　第１に，カテゴリーの使用は，ハンディキャップ
を有する子どもたちと障害別の特殊学校とを単一の
レベルに留めることになっている。多くの子どもは
１つ以上の障害を有しており，単に障害別に分類す
ることは教育的効果があるとは言えない。また教育
においては，医学的見解による障害は最も重視され
るものではない。
　第２に，カテゴリーに当てはめることによって，
「この子どもは○○障害児である」とラベリングさ
れ，学校生活や就職，その後のキャリアに焼き印を
押されることが多くなる。
　第３に，カテゴリー化することは，子どもの障害
とその子どもが必要としている特別な教育的支援の
間の混乱を助長させることになる。これについて，
当時は，視覚障害と聴覚障害については専門的な教
育方法が積極的に必要という意識があったものの，
一方でその他のカテゴリーは，子どもたちが通常学
校の管理体制に当てはまらない，という障害の点で
のみ教育方法の決定が行われていたという事実が
あった。すなわちてんかんの子どもも，適応障害の
子どもも同じ教育体制を必要としていると認識され
ていた。また，規定されている障害カテゴリーの１
つに当てはまらない限り，その子どもはハンディ
キャップを有しているとみなさなれなかった。この
ため，常にどのカテゴリーにも属さないために，そ
の対象から除外されてしまうような，特別な教育的
措置を必要とする子どもたちが存在する現状があっ
たのである。
　本報告では，カテゴリー化はハンディキャップを
有する子どもとそうでない子どもという二分化を生
じさせることとなるが，この二分化という区別を可
能な限り除去することを重要な目的の１つとしてい
る。2005年にメアリー・ウォーノックがウォーノッ
ク報告について記した論文においても，「（ウォー
ノック報告における）私達の目的は，子どもたちを
○○障害児とラベリングすることではなく，彼らが
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一歩進むために何が必要であるかに注目することで
あった」と述べている 21。
　このように，ウォーノック報告はハンディキャッ
プを有する子どもの法定上のカテゴリー化を廃止す
ることについて提言しているものの，一方でカテゴ
リー化の必要性についても認識している。すなわち，
特定の支援が必要な子どもたちを説明するための言
葉は，その便利さからある程度必要であるというこ
とである。しかしそれは，例えばこれまで使われて
いた，‘educationally sub-normal’や‘mentally 
handicapped’や‘maladjusted’など，療育を受ける必
要があるような教育困難がある子どもを表すような
ラベリングを助長する言葉ではなく，その子どもの
困難さの本質を明確に表す言葉でなければならない
と主張する。その一例として，「学習困難を有する
子どもたち（children with learning difficulties）」
という言葉を推奨している。そして，現状では特定
の子どもたちを説明するための言葉が必要である
が，教育における困難さについての知識や，措置に
関する実践が広がることで，将来的には彼らへの理
解が広がりその言葉が不必要となり，またこれが世
界的なものになることも期待している。
　以上のように本報告では，ハンディキャップを有
する子どもとそうでない子どもを単純に二分化する
ことに対して大きな異議を唱えており，掲げられて
いる教育目標に対し，その前進に向かって何が個々
の子どもに必要かを考えようとしている事がわか
る。決定される特別な教育的措置の基準が，単に「ハ
ンディキャップがあるから」という観点からではな
く，その子どもの学問的成長にどのような事柄が必
要とされているか，という観点になることを望んで
いるのである。すなわち「ハンディキャップ」や「困
難さ」という状況を否定的な面で捉えるのではなく，
それがあることによって学習のためにどのような支
援が必要とされるのか，つまり教育における「ニー
ズ」として，よりポジティブな面で捉えようと試み
たと解釈できる。
　ここから，子どもが持っている制約ではなくその
子どもの教育的成長に関わるあらゆる要素に重きを
おく，全く新しい概念である“Special Educational 
Needs”という概念が提案されることとなる。SEN
とは，様々な要因による学習上の困難に注目し，個々
の子どもが有するハンディキャップを否定的に捉え
るのではなく，それゆえにいかなる支援が必要とさ
れるのか，どのような支援があれば目標とされる教
育・学習・発達が可能となるかをより肯定的に捉え
るような概念，すなわち教育におけるハンディ
キャップの「捉え方」や「観点」の転換を促す概念
であり，そうした新しい「捉え方」をいうのである。
この概念の導入によって，イギリスでは制度上障害
を医学的視点からではなく，教育学的視点で捉える
こととなった。そのためここでは心身の障害がある
かないかの二分法で障害を捉えない。そうした障害
を含めた，より広範囲で包括的な概念がSENなの
である。どのような手立てがあればその子どもの学
習が可能になるかを教育学的に考えるのがSENの
捉え方であるということができる。ここで重視され
るのは学習上の困難である。困難さをニーズと捉え，
子どもが大人になり社会に参加する上で必要な，学
術的なものから社会的なものに及ぶ様々な学びに対
する様々な障壁を乗り越えるための手立て，すなわ
ちニーズを要する子どもがSENのある子どもと認
識される。SENとは，教育におけるハンディキャッ
プを，よりポジティブな面で捉え，支援者の側から
捉えたものと解釈できるのではないだろうか。よっ
て医学的診断による障害があったとしても必ずその
子どもがSENのある子どもと認定されるわけでは
ない。一方で医学的診断による障害がなくても，
SEN のある子どもとされることもある。実際に，
本報告の実態調査によると，20％の子どもはSEN
を有し，何らかの特別な教育的措置を必要としてい
ることが明らかになった。このことについて少し詳
しく見てみよう。
　調査委員会は，イングランドとウェールズを中心
に実態調査を行っている。地方教育当局や，各研究
によって子どもたちが有する教育的困難の割合は異
なっていた22。しかしこのウォーノック委員会によ
る実態調査のデータは，SENを有する子どもの数
は，特殊学校で教育を受けている２％の子どもに限
定されないことを明らかにした。全生徒のうち５人
～６人に１人，すなわち20％の子どもたちはだれ
でも学校生活のうち常時もしくはある時点において
何らかの特別な教育的措置を必要としていることが
広く示される事となったのである。そしてこれは，
SENを有する子どもたちの多くが，特殊学校だけ
ではなく通常学校に在籍していることを明らかにし
た。これについてウォーノックは，後の論文で次の
ように述べている。
　「ある意味これらの数値データは，特殊教育を通常
教育の中に位置づけることが私達の目標の１つであ
ることに気づかせてくれた。障害児を含む特別な教
育的ニーズを有する多くの子どもが通常学校に在籍
しており，通常のカリキュラムについていくために，
多かれ少なかれ支援を受けているという事実が指摘
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できたのである。特別な教育的ニーズがあると認識
されることは，その子どもが同学年集団とは全く異
なる教育を受けることを強いるものではない23。」
　調査の数字はクラスや学校，地域によって変わっ
てくるのは明らかであるが，教育目標や計画などを
作成する際に，前提としなければならない必要不可
欠な指標になるであろうことを強調している。また
ここで注意すべきは，20％の子どもがいわゆる医学
的な診断でいう障害によるハンディキャップを有す
るとは意味していないことである。
　またSENの対象の一例として，第一言語が異な
る子どもや，民族的マイノリティーの子どもを挙げ
ている。スコットランドやウェールズでは，第一言
語がウェールズ語やゲール語である子どもたちが有
するニーズが明らかにされてきている。また，近年
西インドからの移民の子どもたちが，あまねく
ESM（educationally sub-normal）24であるとして特
殊学校や特殊学級に在籍するというように，どのよ
うな学習困難も，子どもの文化的，民族的背景を検
討せずに評価するという実態がある。そしてこの教
育の効果は社会のカテゴリー化にも関わることと
なっている。これはとてもセンシティブな問題だが，
民族的・文化的背景に関わらず，全ての子どもが，
全ての教育の恩恵を受ける権利を与えられるべきで
あり，そのための教育体制を構築していかなければ
ならないと指摘しているのである。
　ではあらためて，SENがあるとはどういう場合
を指すか。本報告においては次ののうち１つもしく
はそれ以上を必要とするものであると定義してい
る。
　①　 特別な準備，設備・資源，物理的環境の変更
や，専門的技術を必要とする教育課程へのア
クセスを必要とする場合
　②　カリキュラムの変更を必要とする場合
　③　 教育現場での社会的構造や雰囲気への特別の
配慮を必要とする場合
　このように，その子どもにとってより適切な学習
を考えた時に，通常の学習に加えて特別な措置，も
しくは別の措置が必要とされる場合に，その子ども
はSENがあるとみなされるのである。しかしなが
ら本報告では，SENについての明確な判断基準と
いうものは定義されていない。SENの判断基準が
ないのは，障害のラベリングを止めて子どもの実態
に即した教育を行うことを理念としたからである。
SENがあるということはラベリングではなく，能
力や学習環境を一人ひとりの子どもでアセスメント
し，学習における困難さを基本に規定されることを
意味するのである。すなわち絶えずその子どもに
とって適切な教育を施していくことが目指されるの
である。
　ウォーノック報告は，SENの導入により，障害
のカテゴリーから，障害を有する子どもと，学習や
適応において広範囲に困難を経験している子どもの
間をはっきりと分けずに，支援が必要な子どもを広
くその支援の対象とした点，そして特別な教育的措
置を必要としている子どもは，特殊学校だけに存在
するのではなく，むしろ通常学校にも存在し，その
ための通常学校における支援体制を整える必要があ
るということを明らかにした点で重要な意義をもつ
報告書であると評価することができるだろう。
３．SENに対応する教育
　イギリスでは，教育法制上「特別なニーズ教育
（Special Needs Education）」という言葉は使われて
いない。その代わりとして，SENを有する子ども
に対して用意される特別なサービスを総称する「特
別な教育的措置（Special needs provision）」や「特
殊教育（special education）」といった表現がなさ
れている。言葉として出てきていないものの，研究
者にはこの特別な教育的措置体制全体を指して「特
別なニーズ教育」とみなす者が多い25。
　ところでウォーノック報告では，これまで見てき
たSENの範囲や，学校生活の中でSENを有してい
る子どもの割合は，当時使われていた特殊教育
（special education）の概念で対応することがかな
わなかったため，心身障害のカテゴリーで分けるよ
うな伝統的な特殊教育の見方や捉え方そのものを再
検討する必要性を指摘していた。既に見たように，
個々のニーズを連続体として捉えるSENの概念は，
特定の教育方法と子どもたちの特定のカテゴリーを
結びつけようとするものではない。またSENを有
し，広い範囲での特別な教育的措置を必要としてい
る子どもの大半は通常学級に在籍していることを念
頭に置く必要があったのである。
　前述したように，個々のニーズは子どもの特性や
性質によって様々であり，また他のハンディキャッ
プと作用することで複雑になることもある。例えば
視覚障害を有する子どもの中には，付加的に情緒不
安定に陥ったり，他の学習困難を持ったりする子ど
もが存在するだろう。また当時イギリスでは，「治
療教育を受ける（remedial）26」グループにおいて，
原因は異なるが様々な困難を有する子どもたちが同
じような処遇を受けていた。具体的には学校を長期
間欠席しており，欠いた分を受け直す子どもや，身
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体的，知的障害を有する子ども，または様々な程度
の学習困難を有する子どもや，特別な理由で通常学
級から一時的に特殊学級等に通っている子ども等で
ある。子どものニーズは一様ではなく，中には心理
的，身体的な要因にリンクするなど，そのニーズは
多岐にわたるだろう。そのため，包括的なアセスメ
ントを行い，専門性のあるスタッフによる個々の
ニーズに対応した，段階的に設けられた多様な教育
的措置が要求される。この教育的措置は，常時であ
ろうと定期的であろうといつでも，また特殊学級で
あろうと通常学級であろうとどこにおいても，そし
て誰に対しても提供されるものでなければならない
としている。同報告では，このような特別な教育的
措置が提供され得る特殊教育の在り方が，これまで
の特殊教育についての定義よりも広義でポジティブ
であると認識している。そしてこれが専門家にとっ
て適切にアセスメントされた個々の子どもたちの複
雑なニーズへの対応であるとみなしている。この場
合，従来の特殊教育と大きく異なる点は，提供され
る教育的措置の基準が医学的診断ではなくSENに
なったことである。そのため特別な教育的措置が行
われる場は特別な場とは限らず，またその措置の内
容も個々によって異なる事となる。すなわち一人ひ
とりの多様なニーズに応じて，それぞれ特別な教育
的措置となり得るのである。以上から，SENに対
応する教育とは，子どもたちが有する複雑なニーズ
への，多岐にわたる専門的な教育的措置を意味して
いるものであると解釈することができる。
　ウォーノック報告では，子ども一人ひとりが必要
としているニーズが重要視されているため，個々の
ニーズによって提供される教育的措置のあり方も当
然変わってくることとなる。このことは換言すれば，
障害があるから何らかの支援が必要であるという発
想に立脚するのではなく，どのような支援があれば
この子どもの学習が可能になるのかという立場を
とっていると言える。そのため，子どもが抱えてい
る教育上の課題は子ども自身に内在するとみるので
はなく，まず子どもを取り巻く環境を整備すること
から始めて解決すべきであるということ，すなわち
子どもの特別なニーズに合わせて環境を変えていく
ことを推奨している。そのためには，専門的な知識・
技術を身につけた教師や専門家が特別な教育的措置
を提供するべきであることも推奨している。以上を
踏まえて本報告では，子どもたちに提供される特別
な教育的措置は次の３つの基準で理解されるべきだ
と提案している。
① 適切な資格もしくは十分な経験を持った，あるい
は両方を兼ね備えた教師による常時または一時的
な効果的な介入
② 適切なトレーニングを受けた専門家による常時ま
たは一時的な介入
③ 子どものSENに必要な援助，設備や資源がある
環境，である。
　また同報告では，このような特別な教育的措置の
具体的な例をいくつか示している。具体例，この場
合すなわちSENを有するとされる場合として，次
の３つの例が挙げられている。
① 特別な準備，設備・資源，物理的環境の変更や，
専門的技術を必要とする教育課程へのアクセスを
必要とする場合
②カリキュラムの変更を必要とする場合
③ 教育現場での社会的構造や雰囲気への特別の配慮
を必要とする場合
　まず①について，物理的な変更としては，傾斜や
手すり，教室の音響（防音）の設備が挙げられてい
る。またヒアリングの援助や，重度のハンディキャッ
プを有する子どもが学べるような機器の導入等の特
別な準備，専門的な技術としては，学習上の困難に
対応するために子どもを支援するための技術や，聴
覚障害を有する子どもとコミュニケーションを取る
ための技術，点字の技術等が挙げられている。
　②について，カリキュラムの基本的な要素は個々
の子どもに応じて解釈される必要があると主張して
いる。そのため，例えば聴覚に困難を示す子どもの
場合，言語の発達に加えて，別の発達を促すような
特別なカリキュラム27が組まれる必要がある。また
は，子どもによって数学で二項定理の問題に取り組
む子がいれば，形の認識に躓く子どももいるだろう。
このように学習上の困難は様々であるため，特別な
教育課程の柔軟な発展が必要となってくると言うの
である。
　そして③について，すなわち教育現場における社
会的構造や雰囲気への配慮として，子どもたちの中
には少人数集団での学習の方が教育的発達に効果が
ある場合があるという例が挙げられている。また，
小規模校が提供する小規模校ならではの安心感を必
要とする子どもや，学校内における特定の組織を必
要とするような子どもに対する配慮を挙げている。
　このような特別な教育措置は，特殊教育の範囲の
１つとして通常学校においても要求されることにな
る。個々のニーズに対応する特別な教育的措置が提
供されることによって，子どもたちは必要な支援と
ともに，通常学校において適切な教育を受けること
が可能になるのである。こうした提案の一方で同報
告では，特殊学校の必要性も主張している。とりわ
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け次に挙げる子どもたちのために特殊学校を必要視
している。
① 重度で重複した身体的もしくは感覚的もしくは知
的な障害（disability）がある子どもで，通常学
校では実行できない特別な設備や，教授法や，専
門技術を必要としている場合。
② 重度の情緒的，行動上の障害（disorder）がある
子どもで，他人と人間関係を構築するのに非常に
大きな困難を持っているような，もしくはその行
動が極端で予測できないために，通常学校におい
て多大な妨害をするような，もしくは他の子ども
の教育的発達に影響をあたえるような子どもの場
合。
③ 重度の障害（disability）を持っていない子どもで，
特別な援助が通常学校においてうまく実行されて
おらず，特殊学校での教育的設備や雰囲気のほう
がより成長する傾向にある子どもの場合。
　これらのグループは広く，少なくともある一定期
間特殊学校へ通学することを必要としている。この
内何人かは特殊学校で学習した後通常学校で教育を
受けることになるであろうし，何人かは学校生活全
体を通して特殊学校で適切な教育を受けることにな
るであろうとしている。このように，個々のニーズ
や教育的発達にしたがって，適宜教育を受ける場を
適切な場へ変更することを可能にする考え方は注目
すべき点である。これに関連して，同報告では提供
する教育的措置に連続性と段階性を設けることを提
案している。特別な教育的措置の範囲は，通常学級
から特別学校，訪問教育まで10項目に渡って設け
られており，個々のニーズに応じた連続性をもった
教育的措置が提供できるようになっているが，その
項目を以下に挙げておこう。
① 何らかの必要な援助やサポートと共に，通常学級
での常時の教育。
② 特殊学級やユニットやその他のサポートベースへ
ある期間退かせる通常学級での教育
③ 一定期間通常学級に出席するような特殊学級やユ
ニットでの教育，一般的なコミュニティ生活での
常時的なかかわりや，通常学校での特別の教育課
程による活動。
④ メインとなる学校と社会的コンタクトを取った特
別学級やユニットでの常時の教育
⑤ 近隣の通常学校といくつかの授業をシェアする特
殊学校（通学制の学校もしくは寄宿学校）での教
育
⑥ 通常学校と社会的なコンタクトを取った通学制の
特殊学校での教育
⑦ 通常学校と社会的なコンタクトをとった寄宿制の
特殊学校での教育
⑧病院または他の施設での短期間の教育
⑨病院または他の施設での長期間の教育
⑩訪問教育
　以上からわかることとしては，連続性のある教育
的措置が提供できるように，通常学級と特殊学級や
ユニット28との間，また通常学校と特殊学校との間
に密接な連携が必要であるとしていることである。
子どものニーズ等の情報共有や，リソースの共有，
また学校間における授業の共有等，様々な面で強固
な繋がりを持つことが重要視されることとなる。ま
た，この他にも個々のニーズに適切に対応した教育
を行っていくために，専門家や保護者の協力の必要
性についても主張しているのである。
　以上のことに加えウォーノック報告は，SENを
保障するための教育は，出来る限り統合された通常
教育の場で行うべきであるというインテグレーショ
ンの思想を提示していることも注目される。本報告
において「現時点においてはハンディキャップを有
しているとみなされてはいないが，多様な形態によ
る付加的な支援を必要としている，通常学校に在籍
している子ども全てを含んで，可能な限り共通の設
備でハンディキャップを有する子どもとそうでない
子どもを教育すべきである29」と述べており，これ
まで以上に統合教育拡大の方向性を示している。こ
うした統合教育拡大の背景としては，障害者を始め
とする社会的弱者の権利を求める社会的運動の高ま
りや，障害児の保護者や専門家による統合教育を求
める運動の高揚が挙げられる30。
　本報告ではインテグレーションを，①位置的統合
（Locational integration）②社会的統合（Social 
integration）③機能的統合（Functional integration）
に区分し，広くその概念を捉えている。
①　 位置的統合とは，特殊学級を通常学校の中に設
置したり，通常学校と特別学校を同じ敷地内に
設置したりする場合である。
②　 社会的統合とは，障害のある子どもがほかの子
どもと食事・遊び等の活動に共に参加する場合
である。
③　 機能的統合とは，最も完全なインテグレーショ
ンと言われ，SENがある子どもの活動が通常
学校の活動に完全に参加することを意味してい
る。
　ここで注目すべきは，本報告ではインテグレー
ションを強行に推進していくことに対して慎重な態
度を示しているということである。具体的には，本
報告ではインテグレーションが不可能な場合とし
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て，敷地が狭いこと，建物の改造・拡張が困難であ
る等を挙げている。また通学の際の交通条件や，通
常学校が主要道路と隣接している場合などは聴覚障
害児のインテグレーションに慎重でなければならな
いとしている。このような点を十分考慮することな
く実施すると，その効果は期待できず，むしろ逆効
果となる可能性があると危惧している。さらに本報
告では，効果的な教育は子どもにSENがあろうと
なかろうと全ての子どもに適用されなければならな
いとしている 31。また法外な公費歳出を行わないこ
とについても触れている32。このように，本報告は
基本的に統合教育拡大の方向性を持っているが，や
みくもにSENのある子どもとそうでない子どもを
一緒に通常学校で教育することを推奨しているわけ
ではない。上記のように本報告では，一部の SEN
のある子どもにとって特別学校のような分離された
教育形態は今後も必要であるとしている。これもま
た，全ての子どもにとって効果的で適切な教育が適
用されることを重視しており，統合教育を無条件に
進めていこうとはしていないという基本的な考えを
示すものといえよう。
　以上のように，ウォーノック報告においてSEN
に対応する教育とは，子どもたちが有する複雑な
ニーズへの，多岐にわたる専門的な介入すなわち特
別な教育的措置を必要とする教育を意味しており，
個々のニーズがそれぞれの教育を決めるということ
が明らかになった。この，子どもを中心とした教育
またその教育的措置には，個々の発達段階やニーズ
に応じて柔軟な対応ができるための体制づくりが提
案されている。そして，可能な限り通常学校におい
て特別な教育的措置を提供するという統合教育が示
されているのも大きな特徴であるといえよう。
Ⅲ .　おわりに
　本稿では，ウォーノック報告において導入された
SENの捉え方やSENに対応する教育について検討
した。ウォーノック報告におけるSENとは，個々
の子どもが有するハンディキャップを否定的に捉え
るのではなく，様々な原因による学習上の困難に着
目し，それゆえにいかなる支援が必要とされるのか，
どのような支援があれば目標とされる教育・学習・
発達が可能となるかということをより肯定的に捉え
る概念であり，いわば教育におけるハンディキャッ
プの「捉え方」や「観点」の転換を促す概念である
ことを明らかにした。またSENに対応する教育と
は，個々のニーズを包括的にアセスメントし，専門
性のあるスタッフによってニーズに対応した多様で
柔軟かつ段階的な教育的措置が講じられるような教
育であった。
　そしてこのSENの精神は，ウォーノック報告を
受け成立した 1981 年教育法に継承されていく。
1981年教育法においてSENの考え方が採用され，
その定義は「学習困難のために特別な教育的措置を
必要とすること」であり，SENに対応する教育は，
多様で連続性を持った措置であるべきだとされた。
また同法でもインテグレーションの思想を導入して
おり，そのための統合教育を推進する旨が明確に示
されている。SENのある子どもが適切且つ特別な
教育的措置を受けられる場合，SENのある子ども
と一緒に教育を受ける子どもに効果的な教育を与え
る事を妨げない場合，財源を有効に利用する場合，
の３条件を満たす場合に可能な限り通常教育の場で
教育的措置を施すことが義務付けられたのである。
　なお1981年教育法は理念としては画期的であっ
たが，当時の社会情勢や教育政策の影響から，その
精神が十分に浸透することは困難であった。また産
業界からの強い影響を受けながら成立した1988年
教育法は，ナショナルカリキュラムの導入や全国統
一到達度評価の実施により競争原理に拍車がかか
り，SENのある子どもたちに大きな影響を与える
こととなった。これらの状況から脱却し，1981年
法の理念を実施する目的で施行されたのが1993年
教育法である。同法で導入された「SENコーディ
ネーター（SENCo）」は，日本の特別支援コーディ
ネーターのモデルとなっている。
　また先行研究によると，ウォーノック報告で提唱
されたSENの概念や精神は，サラマンカ声明に反
映された33。サラマンカ声明は，ジョムティアン会
議で掲げた「万人のための教育」の目標達成のため
の取り組みの一環であるサラマンカ会議で採決され
た声明であり，インクルージョンの思想と実践を明
らかにし，各国政府にインクルージョンに向けた教
育のための取り組みを公約させた声明である。この
会議に出席したMittler.P 等の英国人の影響から，
サラマンカ声明は，イギリスの教育政策にみられる
SEN概念やその教育的措置の影響を少なからず受
けていると言われている 34。Mittler氏は特別なニー
ズ教育，インクルーシブ教育の研究者で，イギリス
の教育政策や国連・ユネスコ・ユニセフの活動にも
顧問として貢献した人物であり35，彼がサラマンカ
会議で果たした役割は少なくはないだろう。篠原
（2001）は，サラマンカ宣言へのイギリスの関与に
ついて，特別ニーズ教育は，SEN概念が大いに参
考にされて用いられたと述べている。篠原は，イギ
リスではウォーノック報告や1981年教育法におい
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て提起された，障害のカテゴリーに変わる「SEN
概念」や，「学習上の困難」，「特別な教育的対応」
という考え方をもとに個のニーズに応じた教育が施
されていると述べたうえで，これらのインテグレー
ションあるいはインクルージョンに繋がるようなイ
ギリスの実践や経験が，サラマンカ会議において，
Mittler等を通して「インクルーシブな志向を持つ
学校」について活発に発言させることとなったと述
べているのである36。
　そのサラマンカ声明でもSENの概念が導入され，
それは「万人のための教育」という目標のもと，様々
な理由によって学習上困難があるもの，とより包括
的にとらえられており，その精神は継承されている
と言える。またサラマンカ声明では，SENに対す
る教育として“Special Needs Education/SNE”を
提唱している。SNEとは学習の速度や性質に子ど
もを合わせるのではなく，子どものニーズに学習を
合わせていくことを原則とした，子ども中心の教育
の在り方である。SNEは，インクルージョンを指
導的原則として取り入れており，“SNE”を拡充し
推進していくことが，様々な違いや多様なニーズを
有する子どもが共に学び合う「インクルーシブ教育」
に繋がり，すべての子どもの学習や発達，協働と連
帯の場である「インクルーシブな学校」の実現に寄
与し，さらに「万人のための教育」という目標達成
に近づき，また「インクルーシブな社会」の実現の
ための大きな一歩となると言える。
　以上から，イギリスのウォーノック報告を出自と
する“Special Educational Needs”の捉え方とそれ
に対応する教育の考え方は，サラマンカ声明におい
て“Special Needs Education”として提唱され，イ
ンクルージョン思想を反映しながら，すべての子ど
もの教育を保障し，すべての人々が差異を受容し協
働するインクルーシブな社会構築のための，重要か
つ具体的な手段の１つとして発展したと仮定的に示
すことができるだろう。このウォーノック報告や
1981年教育法からサラマンカ声明へのSENの継承
や発展については，概念を検討するのみに留まって
おり，実証的に継承や発展を検討していくことは今
後の課題としたい。
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